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要       旨 

 

１ 作成の背景 

 文部科学省では、現在、初等中等教育の次期教育課程を検討しており、平成28年度中に

は大枠が決まるものと考えられている。他方、初等中等教育における算数・数学科の教育

課程には、幾つか改めるべき点が見つかる。そこで数理科学委員会数学教育分科会では、

初等中等教育の算数・数学教育の在り方を見直し、次期の教育課程に関する提言を行うと

ともに、より長期の数学教育の在り方に関しても提言を行うことにした。 

 本提言では、第１章に本提言の目的を述べ、第２章に算数・数学教育の改善の視点につ

いて説明した後、第３章で算数・数学教育の改善のための具体案を小学校、中学校、高等

学校の順に述べる。その後、第４章では特に問題の大きい統計教育について改善の方向性

を提案し、第５章では算数・数学科における評価の在り方について述べる。 

  

２ 現状及び問題点 

 算数で学んだことは、お金の計算、ものの大きさの把握、建物や道路などの形状の理解

などとして、日常生活で頻繁に使われている。また、科学や技術では定性的な表現では不

十分で、定量的な表現を与えることが必要なことが多い。この定量的な表現を与える手段

を提供しているのが数学であり、数学は科学と技術の基盤を与えている。 

このように、算数・数学教育は、グローバル社会を生き抜く上で必要な力の核心となる

力を培うために必要欠くべからざるものである。しかし、我が国では算数・数学を学ぶ意

義、とりわけ、数学の社会的有用性についての意識が他の国より伝統的に低く、数学を学

ぶことと将来の職業との関係がつかめないでいる生徒が多い。コンピュータの発達とイン

ターネットの普及により、算数・数学における計算の相対的な重要性が低くなっているこ

とを子どもなりに感じ取っているのに対して、学校数学が対応し切れていない。 

また、統計学は不確実性に科学的に対処し合理的な意思決定を行うために必要不可欠な

学問であり、社会生活の様々な所で必要となるだけではなく、学校教育の理科，社会科、

国語、英語、保健体育などの多くの教科の学習においても必要な学問である。しかし、日

本の学校教育では、統計学に関する内容が十分には教えられていない。 

 その他、大学進学を目指す生徒が多い高等学校では１年次の後半に「文理分け」が行わ

れ、その結果、大学の文系学部への進学を目指す生徒の多くが、「自分たちは将来数学を使

わないですむ」と誤解して、数学を十分に学習していない現実がある。 

 本提言では、このような社会や児童生徒の変化に目を向けつつ、「なぜ数学を教えるか」

という視座から、これからの算数・数学教育が目指すべき方向を明らかにする。 

 

３ 提言の内容 

(1) 次期教育課程においてなされるべき改善について 

提言の内容は多岐にわたるが、主なものとしては以下の諸点がある。 

１) 初等中等教育における統計教育の目的は、身近な問題解決と意思決定に統計学を
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活用する態度と能力を育成することにある。しかし、現在の初等中等教育の算数・数

学教育においては、統計教育が質・量とも不足している。これを改善すべきである（具

体的かつ詳細な改善案は第4章で提案）。 

２) 数や式の計算が、電卓や数式処理プログラムなどにより代替可能な時代背景を踏

まえ、ICT（Information and Communication Technology）を算数・数学の探究ツー

ルとして利用することを念頭において、初等中等教育の教育課程を再編すべきである。 

３) グローバル社会を生き抜くためには、数学的活動の質量両面の充実が欠かせない。

そのためには、中学校・高等学校の数学において「課題学習」を現在より拡充すべき

である。また中学校の「総合的な学習の時間」の中に「科学技術教育」を位置づけ、

高等学校での「数理探究」（仮称）の素地学習とすべきである。 

４) 以上１）、２）、３）のような算数・数学教育の改善を行うためには、中学校の各

学年で週当たり４時間の授業を配当すべきである。 

５) 高等学校教育においては、大学教育における線形代数学の学習との接続を改善す

るため、「数学Ⅲ」の「平面上の曲線」の内容を精選し、現行課程で削除された旧課

程の「行列とその応用」の内容を復活すべきである。 

６) 高等学校数学科の「数学Ａ」と「数学Ｂ」では、教育効率を改善するため、単元

選択をやめ、内容を精選し、必要な内容を効率的に教えるべきである。 

７) 現代社会において重要な統計教育を今より充実すべきであり、特に現行の高等学

校学習指導要領の「数学Ｂ」にある「確率分布と統計的な推測」は、教科書とICTを

活用した教材を併用して、現行の学習指導要領で記載されている内容の定着を図るべ

きである。 

８) 高等学校での「数理探究」（仮称）は、数学と理科の知識や技能を総合的に活用し

主体的な探究活動を行うものであり、より多くの高校で履修されるようにすべきであ

る。 

 

(2) 次期教育課程を超えた教育課程の改善について 

次期教育課程を離れた長期のことを考えると、情報科学の進歩が将来社会における人

間の働き方を変えることが予想されている。未来社会における人間の働き方が変わるな

ら、学校教育を変更する必要が出ることも考えられる。 

数学については、数学がいろいろなものを定量的に記述する手段を与えることや、数

学が科学と技術の基盤を与えるなどの根本は変わらないと思われるが、多くの計算がICT 

を使って行われるようになるものと予想される。 

現時点では、社会がどのように変わるかを正確に予想することは難しいが、教育は未

来の人材を育成する役割を担っていることを考えると、どのように数学教育を変えるの

が良いかを考え始めるべきであろう。 
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１ 本提言の目的 

学校数学の在り方は、通常「何を教えるか」、「どのように教えるか」、「なぜ教えるか」

という３つの視点から検討される。「なぜ教えるか」という視点は、「何を」、「どのように」

の前提となる。「なぜ」によって、「何を」が決まり、「どのように」も決まってくるからで

ある。そして、「なぜ数学を教えるのか」は、数学教育の目的を考えることになる。 

一般に、数学教育の目的は、実用的価値、文化的価値、陶冶的価値の３点から見ること

ができる。 

実用的価値とは、数学は日常生活に役立つという価値である。小学校で教えられる四則

計算・割合・比例などは、日常生活の中では欠かせないものである。また、数学は様々な

学問分野に関わっており、物理学や工学のみならず、生命科学や社会学、経済学、心理学

などにも使われている1。コンピュータの発達とインターネットの普及により、数学の実用

的価値は益々大きくなっている。したがって、その内容を習得することは必要不可欠であ

る。実用的価値があるから教えるというのが数学教育の一つの視点である。 

文化的価値とは、数学が持っている論理的厳密性や完全性や美しさなど、数学の特徴や

性質を含めて数学そのものの持つ価値である。数学が作られてきた歴史には、多くの知恵

がある。例えば、自然数から始まり、整数、有理数、実数、複素数と次々に新しい数を生

み出してきたこともその一つである。それらの知恵を経験することは、人間のすばらしさ

を知ることであり、人間を理解し、文化を理解することにも役立つ。文化的価値があるか

ら教えるというのが数学教育の二つ目の視点である。 

陶冶的価値とは、数学を学ぶことによって形成される精神的特質があり、論理的な推論、

簡潔な表現、統合的にみる見方など、いわゆる数学的な考え方やものの見方が身につくと

いう価値である。数学を学習することは、このように人間の精神の形成に影響を与える。

陶冶的価値があるから教えるというのが数学教育の三つ目の視点である。 

 これらの三つの普遍的な価値に対して、算数・数学を取り巻く社会の状況は近年激変し

ている。例えば、高等学校までに学ぶ数学的な計算の大半は、無料のアプリケーションソ

フトで代替可能である。社会では、大量なデータを元に、不確実性の度合いを数量的に評

価して意思決定に利用することが常識になり、質の高い数理的思考力（数理科学的に事象

を把握・処理する能力）が、職業生活だけでなく、市民生活においても不可欠となってい

る。換言すれば、数理的思考力は、グローバル社会を生き抜く上で必要な資質の核心に位

置づけられるべき力となっている2。 

                                            
1 医療において重要な役割を果たしている画像診断では、角度分布を平面分布に直す数学の理論が使われている。最近の

天気予報の精度向上には数値予報が大きな役割を果たしているが、そこでは大気の流れを表す方程式をコンピューターで

近似的に解く数値解析の技法が使われている。その他、GPS による位置測定には解析幾何が、金融工学では確率過程の

理論が、通信には暗号や符号理論などの数学が使われている。このように、数学は社会の様々な所で使われている（参考

文献 [2]、[15]、[23] 参照）。 
2
 実際、数学の捉え方が変わってきていることにも注目する必要がある。日本学術会議数理科学委員会数理科学分野の参

照基準検討分科会が2013年に出した『報告 大学教育の分野別質保証のための教育課程編成上の参照基準 数理科学分

野』においては、数理科学を「数学を中心とし、数学から生まれた統計学や応用数理などの分野と、数学教育や数学史

など数学と他の学問分野との境界分野を合わせた学問分野」とした上で、「これからの時代の市民にとって、数理科学的

な事象の把握・処理の能力は欠かせない。市民が正しい判断を行うためには、データに基づき物事を量的に把握するこ
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一方、参考資料２､３に示すように、日本の中学生や高校生の数学を学ぶ意義について

の意識や数学を学ぶ意欲は、他の国より低いことが明らかにされている。また、数学を学

ぶ意義、とりわけ、数学の社会的有用性についての意識が他の国より低く3、数学を学ぶこ

とと将来の職業との関係がつかめないでいる生徒が多い。さらに、数学問題の平均得点と

いう面では高い水準にあるが、数学の学習意義の理解や意欲の面では大きな問題を抱え、

かなりな割合の生徒が数学の探究的な学びに参加していないこともうかがえる。コンピュ

ータの発達とインターネットの普及により、算数・数学における計算の相対的な重要性が

低くなっていることを子どもなりに感じ取っているのに対して、学校数学が対応し切れて

いないため、算数・数学に対する子どもの見方が固定化されていると推測できる。 

現在、高等学校への進学率はおよそ97％([10])であり、ほとんどの日本人は高等学校教

育を受け、高等学校卒業後は50％半ば位の人が大学や短期大学に進学し([10])、高等学校

と大学・短期大学をつなぐものとして大学入試がある。 

第二次大戦後の日本社会は学歴社会であり、そのため多くの若者が大学入学を目指して

学業に励んできた。しかし現在は、少子化の進行にもかかわらず大学の定員が増加してい

るため、入学試験における競争が緩和し、学力が中位の生徒の学習意欲が以前より落ちて

いる（[9]、[11]、[12]、[13]）。高等学校は義務教育でないため科目選択があるが、大学

進学者の多い高等学校においては、理系の学部に進学する人と文系の学部に進学する人に

分け、２年目以降、文系の生徒は地歴・公民と国語に重点をおいて学習し、理系の生徒は

理科と数学に重点をおいて学習するという「文理分け」が深刻である([25])。このことは、

バランスのとれた学力の育成という点で問題があるだけではなく、数学を多用する経済学

部などにおいて必要な数学の知識と学習意欲の不足をもたらしていることを大学教員は痛

感している（[26]）。また、人文・社会科学において重要な統計学に関する知識と技能の不

足ももたらしている。 

本提言では、このような社会や児童生徒の変化に目を向けつつ、「なぜ数学を教えるか」

という視座から、これからの算数・数学教育が目指すべき方向を明らかにしていく。 

                                                                                                                                          
とが必要不可欠であるが、そのような能力の涵養において、数理科学教育（算数・数学教育）が果たす役割は大きい。」

（p.20）と述べている。 
3 数学の社会的有用性についての認識の低さは、明治以降の日本の歴史の中で生じたものであり、高等学校の数学教員で

も、「数学は面白い」、「数学は美しい」と言って、数学の有用性に触れずに生徒を指導している人が多い。その様なこと

が生じている理由は、大学での数学教員養成・研究者養成において数学の有用性についての教育が不十分なことから生じ

ており、改善する必要がある。 
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２ 算数・数学教育改善の視点 

 第１章で述べたような社会の変化に目を向け、「なぜ数学を教えるか」を考えると、我 

が国の算数・数学教育改善の視点として、次の４つが挙げられる。 

(1)  概念を創造したり問題を解決したりする際の「数学的な考え方」4の重視 

「数学的な考え方」は、論理的に考えることや創造的に考えることの基盤となるもの

で、小学校・中学校学習指導要領では、昭和33年学習指導要領から「数学的な考え方」

が挙げられている。その後、一貫して算数・数学科の目標に位置づけられてきたが、学

力調査等では、数学的な考え方に関する問題の通過率5は必ずしも高いとは言えない状況

が続いている。数学的な考え方の習得を教育目標として一層強調する必要がある。 

具体的には、第一に、「統合的・発展的な考え」である。統合的・発展的に考えるこ

とは、算数・数学のすべての内容に関わることであり、昭和43年小学校学習指導要領、

昭和 44 中学校学習指導要領で目標に位置づけられた。算数・数学では、問題の条件を

整理したり、条件を変えたり、結論から逆に考えたりして、問題解決に取り組み、解決

する方法が見つかったとき、より良い方法やより一般的な方法を検討する。このような

統合的・発展的な考え方の習得を、一層明確に目標に位置づけることが必要である。 

第二に、「数学的表現力」である。考えることは、記述することや表現することと表

裏一体の関係にある。考えたことを表現し、表現した内容を吟味する中で、自分の考え

を深めることができる。この点から、数学的表現力を目標に明確に位置づけるべきであ

る。 

第三に、「数理的思考力」である。数理的思考とは、生活や社会における問題解決や

判断の場面で、事象を数理的に把握して処理することであり、日本の将来の社会像を念

頭に置くと、数学教育の目標として一層重視することが欠かせない。  

第四に、算数・数学の内容の系統性だけではなく、それぞれの内容の背景にある数学

的な考えの系統性への配慮である6。それとともに、小学校の４領域では「数と計算」「量

と測定」「図形」「数量関係」、中学校では「数と式」「関数」「図形」「資料の活用」の４

領域の領域間の関連について一層配慮すべきである。 

                                            
4
 1979年にユネスコから出された『New Trends in Mathematics Education』（数学教育国際委員会（ICMI）編（数学教育

新動向研究会訳），1980）では数学的モデル化の重要性が、1980年にアメリカの全米数学教師協議会（NCTM）から出さ

れた『An Agenda for Action』（National Council of Teachers of Mathematics，1980）では問題解決の重要性が、そ

して、1982年にイギリスのコッククロフト委員会から出された『Mathematics Counts』（W. H. Cockcroft，1982）では

コミュニケーションの重要性が謳われ、いずれも世界的に大きな影響を与えた。このような数学の方法面への着目は、

学校数学のカリキュラムにも反映されるようになり、イギリスの教育省から 1989 年に出された数学の『National 

Curriculum』（Department of Education and Science and Welsh Office，1989）では「数学を利用し応用すること」

が内容領域となり、そこでは問題解決、コミュニケーション、数学的推論の3つが内容項目となった。また、アメリカ

の NCTM が 2000 年に出した『Standard 2000』（National Council of Teachers of Mathematics，2000）では内容基準

とプロセス基準が挙げられ、後者は、問題解決、推論と証明、コミュニケーション、つながり、表現からなっていた。

2010年に発表されたCCSS(Common Core State Standards：各州共通基礎スタンダード)でも「内容」と「過程」の枠組

みは踏襲され、「プロセス基準」の代わりに「数学的プラクティス」が導入されている。 
5 通過率とは、問題において「正答」または「準正答」した人の割合を指す。 
6 昭和 31 年の高等学校学習指導要領（一部改正）数学科編にある「中心概念」が参考になる。詳細は参考資料４に挙げる。 
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(2)  数学的活動の質量両面の充実 

現行の高等学校学習指導要領解説数学編において、数学的活動は次のように規定され

ている（ｐ.67）。  

１) 自ら課題を見いだし、解決するための構想を立て、考察・処理し、その過程を振

り返って得られた結果の意義を考えたり、それを発展させたりすること。 

２) 学習した内容を生活と関連づけ、具体的な事象の考察に活用すること。 

３) 自らの考えを数学的に表現し、根拠を明らかにして説明したり、議論したりする

こと。  

 

この「数学的活動」の規定に基づいて、各学校段階における名称や位置づけ7に関し 

一貫性を持たせるべきである。それとともに、中学校と高等学校「数学Ⅰ」と「数学Ａ」

にのみ設けられている「課題学習」を拡充すべきである。 

(3)  算数・数学の探究ツールとしてのICTの利用 

計算が電卓や数式処理プログラムなどのICTにより容易に代替可能な時代背景を踏ま

え、「内容の取り扱い」や「指導上配慮すべき事項」にとどまらず、ICTを算数・数学の

探究ツールとして利用することを念頭においた教育課程を編成すべきである。 

(4)  統計教育の一層の充実 

データが社会や生活のあらゆる場面で多種多様な行動・判断を主導し、社会の価値を

創造する時代にあって、データに基づく科学的探究、課題発見と問題解決、データに基

づく合理的なマネジメントと意思決定および説明責任を果たす能力は、社会で求められ

る重要な力となっている。また、科学技術創造立国を目指す我が国にとって、次代を担

う、データ分析の素養を身につけた人材の養成・確保は極めて重要な課題となっている
8。現行の学習指導要領では統計に関する内容が以前より拡充されたが、諸外国は質と量

の両面で更なる拡充を図っている9。今後グローバル化社会を生きていく児童生徒の未来

を考えれば、国際通用性を踏まえ、小・中・高等学校教育全体を通じた統計教育の一層

の改善と充実を図ることが求められる。特に、算数・数学の教科特性を踏まえ、「不確

実性とデータ・分布」の概念理解と数理的性質、具体的な事象におけるデータに即した 

                                            
7 小学校では学習内容ごとに具体的な活動が例示されている。中学校では各学年で「内容」の一つとして位置づけられて

いる。高等学校では「内容」には位置づけられていない。 
8 科学技術イノベーション総合戦略2015(平成27年6月19日閣議決定)において、「我が国では欧米等と比較し、データ

分析のスキルを有する人材や統計科学を専攻する人材が極めて少なく、我が国の多くの民間企業が情報通信分野の人材

不足を感じており、危機的な状況にある。（中略）情報通信及び数理科学等の基本的知識を持ちつつ課題の発見・解決

ができる人材の強化にも合わせて取り組む。」ことが明記されている。 
9 アメリカでは、1992年に大学初年次の統計内容に対応するAdvanced Placement Statisticsを高校で開設して以降、年

間15万人を超える高校生が履修している。また、2000年のNCTMによる『Standard 2000』、2005年 のAmerican Statistical 

Associationによる統計教育のガイドライン（GAISE、[32]）、2010年のCCSSM（Common Core State Standards for 

Mathematics）では、統計教育の重要性を強調した改革を進めている。 
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問題解決と意思決定に至るプロセス10の理解と活用経験を学年進行に合わせ、適切に配

置することが求められる。 

                                            
10
 諸外国では、小学校・中学校段階のカリキュラムから、DMAIC （Define the problem (課題をデータで解ける問題とす

るための数理的な仮説形成のステップ) → Measure the process (事象間のプロセスと関連性を踏まえた測定指標の

決定) → Analyze the process (データに基づく事象間の関連性の分析) → Improve the process (予測モデルにした

がった最適解の決定と問題の改善) → Control the process (分析結果に基づく意思決定と管理)）や PPDAC （Problem 

→ Plan → Data → Analysis → Conclusion）、PCPD（Plan → Collect → Process → Discuss)などの統計的問題

解決プロセスを位置づけている。 
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３ 算数・数学教育の改善の具体案 第２章を踏まえ、充実化・重点化の必要がある点、

内容の追加や順序を変更すべき点、さらにその取り扱いについて、小学校、中学校、高等

学校の順に具体的に提起する。 

(1) 小学校 

① 「割合」の背景にある考えの位置づけ 

割合の意味の理解については学力調査などの結果から課題があることが明らかであ

る。割合の扱いは、第５学年の百分率や異種の２つの量の割合のときだけでなく、乗

法・除法の意味付けや分数で表記された数量の解釈などでも用いられている。それら

の系統を明示するとともに、特に、以下の位置づけについて、改善すべきある。  

 

ア 分数倍、小数倍の位置づけ 

小数倍、分数倍を系統的な観点から位置づけるべきである。 

例えば、５ｍと２ｍのテープを比べるとき、「差で３ｍの違いとみる見方」以外

に、「２ｍを１とすると５ｍは2.5倍（５/２）となり、５ｍを１とすると２ｍは0.4

倍（２/５）となる見方」があり、後者を除法の系統の中で明らかにすべきである。

また、分数の指導において、「８の１/２は４」「６の１/３は２」などの２つの数の

関係を分数で表すことも扱うべきである。小数の指導においても同様であり、小数

と分数を関連させて、同じ数を表す異なる表記であることを強調すべきである。 

 

イ 演算の意味指導の位置づけ 

乗数や除数が整数から小数や分数になったとき、演算の意味が拡張し統合される

ことをより一層強調すべきである。第５・６学年での乗法・除法の意味の拡張につ

いては、現行の学習指導要領では「乗法及び除法の意味についての理解を深め」と

あり、学習指導要領解説で数直線を用いた割合の意味付けが書かれている。しかし、

教科書や授業では、意味の拡張を意識せず、言葉の式による指導が行われている現

状がある。そこで、意味の拡張については、「乗数を割合と捉えて乗法の意味を拡

張し、乗法の理解を深める」と乗法の拡張における割合の意味付けを学習指導要領

に明記する。 

また、乗法・除法の意味と関わる整数倍・小数倍・分数倍の指導の位置づけや系

統が明確にされていない。そのため、学力調査の結果では倍についての理解が十分

とは言えない状況11である。そこで、整数倍、小数倍などを何学年でどのように指

導するかを明らかにすると同時に演算の意味指導を視野に入れた割合の指導系統を

明確にすべきである。 

その際、演算の意味指導や計算の仕方を導き出すために有効な働きをする数直線

の系統を明確にする。乗法・除法において何学年から数直線を導入し、どのように

                                            
11 学力調査の通過率：H20A4 (2) 除法の意味（倍）55.7％、H24A3 除法の意味（基準量と倍）(1) 34.3％(2) 41.3％ 
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発展させるかを学習指導要領解説に明記する12。 

② 「図形」と「量と測定」の関連づけに関する改善 

図形の性質と図形の計量は、別々に扱うのではなく、これらを統合させて数学的な

活動を行うことを配慮すべきである。「図形」と「量と測定」の領域間の関連づけは重

視すべきである。例えば、第４学年で平行四辺形、台形、ひし形の性質を扱っている。

第５学年で平行四辺形などの面積で用いる等積変形や倍積変形の考えは、平行・垂直

など図形の性質が元になって面積公式が導かれることを学習指導要領でも明記すべき

である。 

③ 数学的表現の充実 

数学的表現（グラフ、式表現など）の扱いを明確にすべきである。特に、式は、分

解式から総合式への指導やカッコなどを用いた式の指導を明確にするとともに、式を

読む活動を系統的に行うべきである。また、グラフを表す活動だけでなく、グラフを

読む活動を充実させる必要がある。 

④ 算数的活動の中学校との一貫性と充実 

小学校と中学校が連携して児童生徒の算数的活動・数学的活動の質の向上を図るた

めに、一貫性のある内容、位置づけにすべきである。例えば、数、式、図や言葉など

を用いて自分の考えを記述する活動を、どの学年にも明確に位置づけるべきである。

自分の考えを表現することは、自己との対話や他者を意識したコミュニケーションを

行うことになるとともに、児童が自らの学びを振り返る活動となり、自分自身の学習

の状況を適確に捉え、自己評価としての役割もあるからである。 

⑤ 表現や思考のツールとしてのICTの活用 

ICTを、数学的に考え、判断する際のツールとして位置づけ、試行錯誤を行ったり、 

グラフに表し数値を読み取ったりする等の活動を重視すべきである。 

⑥ 情報の選択、活用の重点化 

 科学技術の進展において、情報の選択、処理、活用は益々必要になってくる。数量

関係の中に含まれている統計や、情報活用に関わる内容を明確にし、重点化すべきで

ある。そこでは、表やグラフの知識や技能だけでなく、日常生活での様々な問題につ

いて表やグラフなどから読み取り、判断し、解決することを扱う。特に高学年では、

社会科・理科・家庭科などと関わって、表やグラフなどの数学的表現を重視すること

が大切である。（統計教育に関しては第４章で改めて詳述する。） 

(2) 中学校 

① 割合に関するスパイラルな学習 

中学生以降も「割合」の理解や活用に課題があることは、様々な学力調査で再三指

                                            
12 数直線は、数のモデルであり、数量の関係を明確に表しているため、乗法と除法の演算理解には有効な道具である。 
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摘されている13。そこで、小学校算数からのスパイラルな学習という点から、割合の

活用に焦点を当て、割合を用いて事象の傾向を捉える学習を位置づけるべきである。

例えば、第１学年の「資料の活用」領域に、二次元表の行比率や列比率に関する学習
14を位置づけることが考えられる。 

② 関数領域におけるICTを用いた問題解決力の育成 

学年ごとに学習する関数が規定されているため、当該の関数に関する理解や技能の

習得が学習の中心になり、関数全般に関わる「事象の変化を捉える態度」の育成を図

りにくい面がある15。また、無料で使い勝手の良いアプリケーションソフトが多数あ

るにも関わらず、教科書も実際の学習指導もそれを利用せずに構成・展開されており、

世界の数学教育の動向から大きく遅れている16。 

そこで、関数領域に、ICT を用いた数学的問題解決力の育成を目指す、次のような

学習活動を導入すべきである。 

１) 具体的な問題場面において、データを収集し、それを表やグラフに表し、変化

の様子を調べ、近似的に最大値や最適値を求めるなどし、問題を解決する17。（第１

学年） 

２) 具体的な問題場面におけるグラフから、方程式や不等式の解を読み取り、問題

を解決する18。 （第２学年） 

中学校に、ア、イの学習活動を位置づけることは、関数領域における、統合的・発

展的な考えの育成に資するとともに、高等学校「数学Ⅰ」の、グラフの平行移動や変

換と式の関係、関数と方程式・不等式の解の学習において、ICT を利用した問題解決

                                            
13 平成27年度の全国学力・学習状況調査では、小学校、中学校ともＢ問題で割合に関する問題が出題されている。 
14 例えば次のような学習が構想される。  

   計 

 a b C 

 c d D 

計 A B E 

 
15 このような指摘は以前からあり、現行の学習指導要領において、「関数」（第１学年）、「いろいろな関数」

（第３学年）が設けられたことの一要因になっていると推察される。しかし、教科書の扱いは、関数を

用いた事象の見方・調べ方に焦点を当てたものにはなっていない。 
16  例えば、米国NCTMでは、Core Math Toolsという、JAVAによる統合型数学探究ツールを無償公開してい

る。http://www.nctm.org/coremathtools/ 
17 ICTを利用しないこのような学習は、戦前の『数学一類』の教科書の「漏斗の問題」に見ることができる。

詳細は参考資料５に挙げる。 
18 昭和40年代の「現代化」の教科書では、例えば、不等式の解き方の学習前に、｛x|2 x +3=11｝、｛x |2 x +3<11｝、

｛x |2 x +3>11｝を数直線上に表す活動を行い、方程式の解と不等式の解の関係を考えさせている。また、

X＝｛-1,0,1,2,3｝、Y＝{-1,0,1,2,3}のとき、3 x -2 y =3の解が数直線上に表せないことを見いださせた

上で、3 x -2 y＜3、3 x -2 y＞3の解の存在範囲を考えさせている。このような学習は、全国学力・学習

状況調査で学習指導上の課題として指摘されている「二元一次方程式の解を座標とする点の集合は直線と

して表されることを理解すること」の改善にもつながると考えられる。 

a/A、a/C、a/Eの意味を考える。

割合と比例式の関連づけ 

a：A＝a/A：1  

 「Aを１とみたときの…」 
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や探究活動を充実させることにもなる19。 

③ 図形領域における数学的活動の充実 

証明の必要性や意味の理解も十分でない実態がある20。その背景には、証明を「書

ける」ようにすることを重視するあまり、例えば、教科書にある証明を「再現」する

ための練習や、関連性のない図形の性質を次々と穴埋め式のプリントを使い証明させ

るといった学習に多くの時間を割いている実態があると考えられる。 

また、諸外国に比べ、特に図形領域においては、現実世界への応用的な側面が弱い。 

そこで、次のような学習を明確に位置づけ、充実すべきである。 

１) 現実世界の問題場面において、図形を見いだしたり事象を図形とみなしたりし、

図形の性質を用いて問題を解決する21。（全学年） 

２) 作図ツールを利用したり複数の生徒が協働したりしながら、図形の性質を見い

だしたり、見いだした性質を統合したり拡張させたりして、体系立てる。（第３学

年） 

④ 不確実性を伴う事象を対象に問題解決や判断・意思決定をする力の育成 

数や量の資料を表すグラフや表と、分布(度数)を表すグラフや表との区別がついて

いないため、表やグラフの読み取り方や活用が系統立って理解されていない。どのよ

うなときに、どの手法や表現を用いると良いのかを判断することに困難が見られる22。

また、現実の不確実性を分布として捉え、その分布に基づいて問題解決するという学

習が不足している。統計教育に関しては第４章で詳述するが、統計的問題解決のプロ

セスを踏まえながら、適切な統計的な手法を選択し、活用できるようにすることが喫

緊の課題である。 

また、中学校の「確率」の学習は、硬貨やさいころ、くじ引きなどの「同様に確か

らしい事象」の確率を求める学習が中心になっており、確率の概念の理解や解釈、確

率に基づいて判断する態度の育成に課題がある。そこで、第３学年に、具体的な場面

において、乱数を用いたシミュレーションを行い、得られた結果から、ある事柄の起

                                            
19 グラフ表示が可能な電卓が普及した1990年代後半の米国の教科書に見ることができる。 
20
  全国学力・学習状況調査において、図形の性質に関する帰納的な説明と演繹的な説明（証明）を並置し、それぞれの

役割を説明した正しい選択肢を選べた生徒の割合はおよそ３割だった（平成21年）。高校２年生を対象とした「特定

の課題に関する研究（論理的な思考力）」で、帰納的な説明が証明として不十分なこと、命題の誤りを証明するのに

反例を一つ挙げればいいことに関する設問の通過率は、それぞれの28％、35％だった（平成25年）。 
21
 諸外国の教科書には、現実事象における問題解決や道具・機械等への応用に関する探究が多く見られる。一方、我が国

の場合、戦前の『数学二類』の教科書に多くの例を見ることができるものの、それ以後においては、ほとんど扱われ

ていない。なお、全国学力学習状況調査では、これらに当たるような問題は出題されている（「工具箱」2010年；「文

化祭の準備」2014年；「ポップアップカード」2015年）。 
22 柳沢・西村（2014）は、コンピュータ上で、データをその種類や分析の目的に即して加工して情報を引き出し、判断

をする一連の過程を評価できる調査問題を作成し、大学生を対象にした調査を行った。そして、データに含まれる変

数間の関係性を引き出せるかに焦点を当て、回答を分析した結果、説明変数と目的変数を認識しそれに合ったデータ

の加工をすること、グループ間比較をするための適切な加工を行うこと、量的変数間の関係性を引き出すために散布

図を利用すること、データの全体的な特徴や傾向を把握することなどの困難点を具体的に明らかにした。 
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こる確率を推測し、判断や意思決定を行う学習を位置づけるべきである。 

⑤ 「課題学習」の充実と総合的な学習の時間との連携 

「課題学習」は、領域横断的な問題解決や探究を行う場として一層重視すべきであ

る23。そこで、「課題学習」に現代的な教育課題や「課題の発見と解決に向けて主体

的・協働的に学ぶ学習」の場という意味合いも持たせ、標準配当時間とともに位置づ

けるようにする。 

さらに、「総合的な学習の時間」の中に「科学技術教育」を位置づけ、次のような

科学・数学・技術という学問固有の方法の習得を図ることが考えられる24。理科、数

学科、技術科の教員が（２～３ヶ月程度ずつ、交代して）担当する。 

科学：「科学の基本は実験や観察である。それらの行為によってじかに見たり、触

ったり、聞いたりできる事柄（経験）が主な出発点となる。そうした経験的

なデータから仮説を構築する。そしてことあるごとに、仮説を経験的なデー

タに照らし合わせる作業（検証作業）を行う。」 

（科学技術の智プロジェクト、[1]） 

数学：「1) 問題を数学の言葉で言い表す 

2) 数学の問題として解決する 

3) 数学で得られた解を本来の問題に適合する形で表現する 

4) 本来の問題の解として適当かチェックし、更なる進展を検討する」 

（同上、[2]） 

技術：「技術を創り出す際には、デザイン（設計）が重要になる。（中略）デザイン

の過程で、一定の制約条件（既存の技術体系、安全性など）の下で目的を達

成するために、様々な可能性の中から実現可能な方法が採用される。その際

に重要になるのが評価である。評価基準の間ではトレードオフが生じる。性

能を上げるにはコストがかかる。安全性を上げるにもコストがかかる。その

ようなトレードオフの中から、最善の選択肢を選んでデザインが決まる。」

（同上、[1]） 

 

                                            
23
「課題学習」は、中学校では「数学的活動」が内容にも位置づけられたこともあり、影がうすくなってしまった感があ

る。また、2007 年から始まった全国学力・学習状況調査により、中学校の授業に関して、次のような変化が起きてい

ることが指摘できる。 

(1)主として『知識』に関するA問題の成績を上げるべく、基礎基本のドリル的な学習に費やす時間を増やす（増やさざ

るを得ない）教師が増えた。 

(2)教科書が単元末に「活用」のページや問題を設けた分、実社会における数学的活動が、当該単元の学習内容の「利

用」に矮小化されがちである。 

このような結果、全国的に見ると、教師が創意工夫をする機会が減り、中学校に「課題学習」が導入された初期や「選

択数学」があった頃のような、時間をかけた問題解決や探究がなされなくなっていることが危惧されている。 
24
「総合的な学習の時間」は、極めて優れた実践がある一方で、学校間の格差や持続可能性が依然として課題となったま

まである。実態としては、小学校では理科や社会科を基軸とした「調べ学習」が多く、中学校では修学旅行等の事前

学習や進路指導と関連づけた学習が多い。複数の教科の教員が同時間に担当する現在の形態をとる以上は、こうなら

ざるを得ない面もあると思われる。 
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このような学習は、高等学校への接続の観点からも重要である。例えば、「大学入

学希望者学力評価テスト（仮称）」において、総合型や合教科・合科目型の出題も検討

されているが、そのような学習の「場」がないと、教科別の学びを自ら総合できる一

部の生徒だけが得点できたり、目指す能力の育成とはかけ離れた「試験対策」に陥っ

たりすることが危惧される。その意味で、数学と理科の知識や技能を総合的に活用し

て主体的な探究活動を行う新設科目として検討されている「数理探究（仮称）」は、よ

り多くの生徒が履修できるようにすることが大切である。しかし、教科横断的、探究

的学習は高次の思考を必要とするので、高等学校で急に始めてできるものではない。

したがって、中学校段階からその素地を培うことが不可欠であり25、上述の「科学技

術教育」はその素地となりうるものである。 

上記の①～⑤を実現するために、各学年で週当たり数学に４時間の授業を配当すべ

きである。ちなみに、現在の中学校２年生の数学の年間授業時間数（105 時間、週当

たりで３時間）の年間総授業時間数に占める割合は10％で、TIMSS2011参加国の中で

下位である。（参考資料６）グローバル社会を生き抜く上で必要な、質の高い数理的思

考力の基盤を育成する上で、①～⑤の実現は不可欠であり、授業時間数の増加を強く

要望する。 

 

(3)  高等学校 

第１章で述べたような日本の教育の現状を踏まえると、どのような数学教育を高等学

校で行うかを考える場合に、科目選択と大学の入学試験の影響を無視するわけにはいか

ない。以下では、このような視点から、高等学校数学科の改善すべき方向を論ずる。 

① 現行カリキュラムの評価と課題 

現行の高等学校数学科の教育課程では、「数学Ⅰ」が必履修科目となっており、そ

れ以外の科目が選択科目となっている。また、「数学Ⅰ」（３単位）から始まり「数学

Ⅱ」（４単位）を経て「数学Ⅲ」（５単位）に至る科目列がコア科目と位置づけられ、

「数学Ａ」（２単位）と「数学Ｂ」（２単位）がオプション科目とされるが、それ以外

に高等学校の数学科には「数学活用」（２単位）がある。 

大学進学を目指す生徒が多い高等学校では、１年の後半に理系の学部に進学するか、 

それとも文系の学部に進学するかの選択が行われており、理系の学部に進学すること

を目指す場合には、数学のコアとオプションのすべての科目を履修する。これに対し、

文系の学部に進学することを目指す場合には、「数学Ⅰ」、「数学Ⅱ」、「数学Ａ」、「数学

Ｂ」の４科目を履修する。しかし第１章に書いたような少子化の影響で、これらの科

目のうち一部しか入学試験で課していない大学も多く、そのような大学では、入学後

                                            
25 国際バカロレア（IB）のディプロマプログラム（DP）では、DP科目から自分の興味のある科目に関連するトピックか、

または教科横断的なトピックを選んで、学術的に詳細な研究を行う「課題論文」を必須としている。後期中等教育段階

にあたるDPの学習経験だけで取り組むことには困難が伴うため、前期中等教育段階にあたるミドルイヤーズプログラム

（MYP）からその素地を培う取り組みが要請されている。 
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に専門科目で必要となる高等学校数学の補習を行っているところが多い。 

 外国には、論理力の育成を目的として初等幾何学（平面幾何）を主な教育内容の一

つとしている国もあるが、日本では初等幾何学は中学校で学んだ後は、オプション科

目である「数学Ａ」の中に含まれ、あまり重視されてはいない。初等幾何学の学習は

論理力・発想力・理解力を育成するために重視されていたが、補助線を引いて問題を

解くことは非常に難しく、(ⅰ) 高校進学者が 95%を超える現状と、(ⅱ) 科学技術へ

の応用は初等幾何学より微分積分学の方がはるかに多いことを考えると、一変数の微

分積分学に至る道をコアとした選択は、正しい選択であったと考える。 

現行教育課程では、旧教育課程において高等学校で教えていた内容の一部を中学校

に移し、「数学Ⅰ」に「データの分析」に関する単元が作られた。理科や社会で「デ

ータの分析」に関する知識が必要なことや、社会生活と様々な学問分野における統計

学の重要性を考えると、これは重要な改善であった。また、「数学Ⅱ」の「微分積分

の考え」において、以前あった「扱う多項式は３次以下とする」という制限を緩和し

たことも、注目すべき改善である 。 

オプション科目は教育の多様性を生かすために作られたが、各大学が入学試験の出

題範囲を同じものとした方が、受験者の大学選択の自由度が増えるという現実の下で

は、あまりうまく機能していない。例えば、現行教育課程の「数学Ａ」では標準単位

が２単位であるにもかかわらず、多くの大学が３単元すべてを出題範囲とした結果、

授業時間が限られる中で３単元すべてを履修する高等学校が多く、理解不足をひき起

こしている。また、単元選択という性格上、各単元は１単位分の量にする必要があり、

例えば､「数学Ａ」の「整数の性質」では、非常に重要な「約数と倍数」に、それほ

ど重要ではない「ユークリッドの互除法 」と「整数の性質の活用」を加えて１単位

分としており、内容の選択に無駄が生じている。単元選択ということを止め、必要な

ことのみを教えることにすれば、現在の「数学Ａ」は２単位で主要な内容をすべて教

えることができる。なお「数学Ｂ」では、「確率分布と統計的な推測」というかなり

重要な単元を教えている高等学校はごくわずかしか存在しないという問題もある（[23]）。 

同様の問題は旧教育課程の「数学Ｃ」にもあり、「式と曲線」の中の「曲線の媒介

変数表示」など、それほど重要ではないものが含まれていた。「数学Ｃ」は現行教育

課程では「数学Ⅲ」に吸収されたが、その様にしてできた新課程の「数学Ⅲ」では、

旧課程の「数学Ⅲ」にはなかった「複素数平面」を追加するため、大学教育で重要な

線形代数学に続く「行列とその応用」が削除され、高大接続における大きな問題とな

っている。また、その様にしてできた新課程の「平面上の曲線と複素数平面」は、旧

課程の「数学Ⅲ」にあった内容（微分積分学）とうまく調和していない。26 

なお、「数学活用」については、数学的な見方や考え方、数学的な表現や処理、数

学的活動や思索することの楽しさなどに焦点を当て、具体的な事象の考察を通して数

                                            
26 線形代数学は微分積分学と共に科学の基礎を担う重要な概念であり、諸外国の高等学校教科書の多くには、行列の定義

と性質、及び学ぶ意義に関する記述が見られる。また、行列はフランスにおけるバカロレアの標準的問題にもなって

いる。[36][37][38]参照。 
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学の良さを認識できるようにすることを目的としているが、履修している人は普通科

で 8.8％であり、非常に少ない（平成27 年 5 月 25 日教育課程企画特別部会資料3-1

『高等学校の教育課程等に関連する資料』p.42）。 

② 改善についての提案 

 次期教育課程については、上述の様な問題を改善するため次のようにすることを提

案したい。 

ア 旧教育課程の「数学Ｃ」から移った「数学Ⅲ」の部分で、「平面上の曲線」に

関する部分を削除し、「行列と線形変換（点の移動）」を復活する。しかし、楕円

と双曲線の方程式は知っていることが望ましいので、単位円 x 2 + y2 = 1 と分

数関数 y=1/x  のグラフを線形変換で移してできる曲線として、楕円と双曲線の

標準形を示す。 

イ 「数学Ａ」と「数学Ｂ」において３つの単元から２つを選択するという制度を

見直し、内容を精選し、統計教育の充実を計ることが重要である。 

  具体的には、次の様なことを行うことが考えられる。 

（ア）「数学Ａ」は２単位の科目とし、単元選択をなくし、１単位分の「場合の数」

と、内容を精選した合計１単位分の「整数」と「図形」からなるものとする。 

  「整数」は「約数と倍数」を中心としたものとし、また、「図形」は空間図形の平

面での切断などを中心としたものとし、これらの単元は論理力および空間認識能

力の向上を目的とした単元とする。 

（イ）「数学Ｂ」は３単位の科目とし、単元選択をなくし、各１単位の「確率分布

と統計的な推測」、「数列」、「ベクトル」の３単元からなるものとする。 

  「確率分布と統計的な推測」では数学的厳密性にはこだわらず、教科書とICTを

活用した教材27を併用して、現在の学習指導要領で記載されている内容の定着を

図る。 

ウ 「数学活用」では、ICT を使って、疑似乱数の利用、相関、確率分布などを（厳

密な数学的取り扱いにはこだわらず）紹介する。また数学史関連では、(ⅰ) 文字

式はギリシャの末に端を発し、約 2000 年後の 17 世紀に完成したことや、(ⅱ) ニ

ュートンが力学の問題を数学の問題として記述し、微分積分学を作ってその問題を

解き、画期的な進歩をもたらしたこと、などを教える。 

エ 現在あまり活用されていない「数学Ⅰ」と「数学Ａ」の「課題学習」と「総合的

な学習の時間」において、データの扱い方を ICT を使って学習させる。 

オ 個別に学習をしてきた数学や理科の知識や技能の関連を実感させ、それらを総合

的に活用する力を付させるために、現在検討中の「数理探究（仮称）」を、より多

くの高校で履修されるようにする28。 

カ 教科間の連携を良くするために、数学科と理科、および数学科と情報科の間で、

                                            
27 この単元については、教科書の他に、シミュレーション等の内容を含む電子的な補助教材の提供を、教科書会社に求め

る。 
28 SSH（スーパーサイエンスハイスクール）や「科学の甲子園」などにおいて、この様な活動が現在行われている。 
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学習指導要領作成中に意見交換をする。

次期教育課程を離れて長期のことを考えると、情報科学の進歩が数学教育に影響を

与えることも考えられる。例えば、コールセンターや配送センターの仕事の一部は既

に自動化されており、車の運転もやがて自動化される。世の中の仕事が急激に変わる

可能性があり、そのことが数学教育の変更を迫る可能性が高い。その様なことを考え

ると、計算が中心となっている現在の数学教育の在り方は見直す必要があると思われ

る。多様な生徒に対して、現時点で具体的に何をすべきかを述べるのは難しいが、次

のようなことも考えられる。

キ 数学への理解を深めるために、必要に応じて ICT を使いながら、定義や公式の

意味や役割を今よりも丁寧に授業で教える。 

ク 授業で数学を使って世の中のいろいろな問題を解く（3(2)⑤参照）。 

ケ 大学進学を目指す生徒を対象にして、証明を考える時間を今より増やし、論理力・

発想力を強化する。また、大学進学を目指す生徒には、１題で 60 分程度かかる問

題を考えさせ、今より理論や公式の意味を広く深く考えさせるようにする。 

コ 大学進学を目指さない生徒を対象にして、数学史などを使って、「数学はどのよ

うにして世の中の役に立ってきたか」、「数学は世の中でどの様な役割を持っている

か」などを教える。 
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４ 小・中・高等学校における統計教育の系統化と国際通用性を踏まえた内容の拡充 

複雑で変化の激しい社会の中で、将来の不確実性に科学的・数理的に対処し合理的な意

思決定を行うためには、具体的な社会的課題に応じた適切な評価指標の設定とその変動を

説明する要因の探索、それらに基づく予測モデルの構築やそこでの最適解の発見という高

度な数理的思考力と知識・技能が要求される。 

学校教育における統計教育の目的は、自然および社会現象の数理的モデリングの道具と

して、確率と確率分布を概念的かつ数理的に理解し、身近な問題解決と意思決定に活用す

る態度と能力を育成することにある。特に、現実の事象に内在する不確実性という観念を

確率や確率分布で数学的に捉えて推論する考え方は、大学生や社会人でも理論を学習する

だけで理解することは困難である。したがって、学校教育の早期より、身の回りの文脈に

おける問題場面を取り上げ、そこで得られるデータについて、統計的に分析し、分析結果

を解釈し、それについて議論することを繰り返し経験するなかから、現実の事象に内在す

る不確実性を確率や確率分布で捉える能力を形成していくべきである。 

算数・数学科で、データと分布によって不確実性を数理的に理解し、身近な問題解決に

活用する技能を段階的に積み上げ学習を進めていくことは、例えば､理科における科学的探

究力や情報科における問題解決力、社会科における統計資料の理解およびGIS(地理情報シ

ステム)で表現される空間統計を分布として読み取り活用する力、国語科や英語科における

図表・グラフを用いて論理的に説明する力、保健体育科において健康や運動をデータに基

づいて数量的に理解する力を育成する基盤ともなる。さらに、不確実性の数理的モデリン

グは、今後、科学技術の進展の中で大きな役割を果たす人工知能や機械学習という非常に

高度なアルゴリズムの基礎につながる内容なので、すべての生徒が早い段階で学習してお

くことが、将来の科学技術をブラックボックスとして考えずに済むことになる。 

現行の統計教育に関する学習指導要領を見ると、学年ごとに内容が規定されているが、

そのつながりがあまり明確ではない。本来は、学年進行に沿って、扱うデータの種類、表

現方法、分析手法、分析目的が広がり、表現力、分析力、問題解決能力の高まりを実感で

きる学習が望ましい。このような観点から、小学校、中学校、高等学校（「数学活用」や検

討が進められている新科目「数理探究（仮称）」を含む）を通して一貫性のある統計教育を

構築すべきである。以下に、その枠組みを具体的に記述する。 

(1) 系統性を担保するための枠組みについて 

統計的な問題解決における「分析目的」、「分析手法」、「表現方法」の 3 つの軸を設定

し、取り扱う文脈やデータの種類、層別や変数変換などのデータハンドリングの方法、

グラフ、統計量、分布等を増やしながら、学年進行に合わせてスパイラルに学習できる

ようにするべきである。「分析目的」、「分析手法」、「表現方法」が含意することは、以

下の通りである。 

分析目的：現状を把握する、比較する、傾向・関係をみる、予測・推測し判断する 

分析手法：「分析目的」に沿って問題解決活動を展開するために取り扱う分析の手立て 
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層別、相対化、変数変換、指数化、増減率、累積、乱数シミュレーション、

相関、回帰、移動平均、標準化、推定、検定、無作為化、調査設計、実験計

画、連関、オッズ比 

表現方法：分析手法や思考の具体的な表現形式、結果を他者へ発信するための技能 

[分布の記述；経験分布] 度数分布表、絵グラフ、棒グラフ、二次元表、折れ線グラフ、

累積度数グラフ、円グラフ・帯グラフ、ドットプロット、ヒストグラム、箱

ひげ図、散布図 

[分布の記述；基本統計量] 最大値・最小値、代表値、分散・標準偏差、四分位数・四

分位範囲、相関係数、パーセント点 

[分布の当てはめ；理論分布] 二項分布、正規分布29 

[標本分布] 中心極限定理、正規近似30 

小学校の学習では、主に質的データに対する「現状を把握する」と「比較する」こと

を目的とする文脈での問題解決活動を行うのに対し、中学校では質的データおよび量的

データとその組み合わせで、「現状を把握する」「比較する」「傾向・関係をみる」、「イ

ンフォーマル31に予測・推測し判断する」、高等学校では「フォーマルに予測・推測し判

断する」ことを目的とする問題解決活動を展開できるようにする。そして、これらの目

的に、分析手法、表現方法、それに付随するデータの種類を整理したのが〔別表１〕で

ある。 

例えば、〔別表１〕をデータの種類に着目してみてみる。「時系列データ」に関しては、

小学校では「現状を把握する」目的で「折れ線グラフ・時系列グラフ32」に表現するこ

とを学習し、中学校では目的を「傾向・関係をみる」ことまで広げ、分析手法として「相

対化、指数化、移動平均」を加え、さらに、高等学校では目的を「予測・推測し判断す

る」ことまで広げ、分析手法として「単回帰モデル」を加えて学習する。 

また、〔別表１〕を分析手法に着目してみてみる。例えば、「累積」は、小学校では「質

的データ」を素材として、「現状を把握する」目的で、「棒グラフ・分布を表す棒グラフ」

を表現方法として学習するのに対して、中学校では「質的データ」に対する表現方法と 

                                            
29 発展的な内容として、ベルヌ－イ分布、ポアソン分布、一様分布などを含めることも考えられる。 
30 これらの内容は数学的な厳密性を追求するのではなく、演習やICT等を活用した概念の理解が大切である。 
31 海外の統計教育では、「フォーマルな推測」を統計的検定や区間推定、回帰モデルによる予測等を指すとし、

その前段階で、厳密な推測統計の手法・用語を使用せずに（インフォーマルに）、学校教育の早期から、

入手したデータから得られる集計結果には標本誤差が伴うことを意識した結果の解釈や判断を行わせる方

法をとっており、これを「インフォーマルな推測」と言っている（Zieffler,A., et al  [34],  Wild,C., 

et al  [35])。 

例えば、男子と女子で好きなスポーツの種類に違いがあるかどうかをクラスから入手したデータで判断す

る等、児童生徒の問題設定においても、集団の傾向や自然界の法則に起因するものが多い。そこで、得ら

れたデータの違いだけで判断させるのではなく、隣のクラスや他の学校でも同じ結果になるのか，などの

発問から、シミュレーション(必ずしもPCや乱数を使う必要はない)や実験等の活動を通じて、標本変動

や標本誤差の存在とそのおおよその大きさを感覚的に摑ませる学習方法がインフォーマルな推測である。 
32 時系列グラフの特性（横軸が等間隔）を意識付けし、直線で外挿するなど、インフォーマルに1時点先の

予測を話し合わせ、時系列グラフの等単位性や傾きの意味を理解させる。 
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して「パレート図」を学習する。また、「量的データ」を素材として、「比較する」ま

で目的を広げ、「累積相対度数」や「累積度数曲線」を表現方法として学習する。 

(2) 具体案 

① 小学校 

  ア 質的データの扱いを充実する 

 棒グラフについて、資料の量的比較のためのグラフと質的データの分布の表現方 

法としてのグラフを明確に分けて位置づけ、読み取り方の違い(前者は棒の高さの

違いを差や比で解釈するのに対して、後者はモードや累積で全体の傾向を解釈する)

を位置づける。 

 度数を二次元表に整理し、２つの質的データの分布を比較する学習を位置づける。 

 円グラフや帯グラフについて、資料の構成割合を示す円グラフや帯グラフと、質

的データの分布(相対度数)の表現方法としての円グラフや帯グラフの違いを位置

づけ、後者は分布として読み取ることを学ぶ。 

  イ データ種類とグラフの関係を明確にする 

・ 折れ線グラフと時系列グラフの区別を明確にし、時間軸に沿った変化の読み方

を位置づける。 

・ 離散型・連続型データの双方の分布の表現方法としてドットプロットを位置づ

け、度数（確率）密度の概念の素地とする。 

・ 連続型のデータで等間隔の階級分けをしたヒストグラム（柱状グラフ）を位置

づける。 

 

② 中学校 

ア 累積相対度数、相対度数折れ線、累積度数曲線、パレート図、二次元表におけ

る(行、列、セル)比率、時系列グラフの指数化や変化率を位置づけ、データの相

対化の扱いを充実する。 

イ 連続型のデータで不等間隔の階級分けをしたヒストグラムを位置づける。 

ウ 平均値、最頻値、中央値に加えて、四分位数とその表現方法である箱ひげ図を

位置づけ、範囲、四分位範囲33など分布の表現方法を充実させる。 

エ 質的・量的の混在する多変量からなるデータの扱いを位置づけ、データの層別

の意義や必要性を理解させる。 

オ 関数の学習と関連づけて、最小２乗法によらない、インフォーマルな単回帰直

線を位置づけ、傾きや直線のモデルによる予測の意味を理解させる。 

カ ランダムサンプリングに加えて、ランダム割り付けの意義と必要性の理解や乱

数の数学的良さを理解させるとともに、乱数を用いてシミュレーションをする学

習を位置づける。 

                                            
33 現行の高等学校の数学Ⅰで扱われている「四分位偏差」は取り扱わず、範囲と四分位範囲で、全体と中心

傾向の捉え方の違いを学ぶ。 
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③ 高等学校 

ア 確率分布や推測統計(区間推定や検定)について学習できるようにする34。 

イ 比較や予測・推測を通して判断を数量的に行うための分析手法を充実させる。 

・データの標準化や二次元表の分析（連関、オッズ比35）を位置づける。 

・時系列グラフにおける移動平均や、最小２乗法による単回帰の扱いを充実する。 

また、関数等の学習と関連づけて、指数曲線やロジスティック曲線を位置づける。 

   

これらの実現に向けて、時間数の増加や「総合的な学習の時間」の活用なども視野に入

れた検討をすべきである。 

                                            
34 これらを、不確実性に伴うリスクの評価、意思決定、複雑なシステムのシミュレーションのための数理的

方法として理解させる。 
35 ２つの質的データの関連性を二次元表で分析する考え方は、米国CCSSM(2010)では中学校に位置づけられ

ている。日本では高校で、２つの量的データの関連性を散布図や相関の概念、相関係数で学習するので、

質的データの場合も対応する概念や指標が存在することを「数理探究(仮称)」の科目などで発展的に学習

することが望ましい。 
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５ 算数・数学科における評価の在り方 

 算数・数学の内容の理解・習得に加え、数学の方法の理解・習得を強調する上では、同

時に、その評価をどうするかを考えておく必要がある。そこで、第一に、数学の方法の理

解・習得の伸長にとって有効な面が十分あると思われる、形成的アセスメントを基盤とす

る、ルーブリックを用いた評価やパフォーマンス評価について、実施レベルでの信頼性や

妥当性の担保に向けた研究や調査を早急に行う必要がある36。第二に、「テスト」に関して

は、育成すべき能力を「テスト」として再現できるものに矮小化してしまう危険性がある

ことに一層留意するとともに、早急に、全国学力・学習状況調査のＢ問題がどのような能

力を測定できているのかを、テスト理論の専門家と教科教育の専門家が協働し検証する必

要がある。

                                            
36 国際バカロレア（IB）のディプロマプログラム（DP）では、各科目の正規評価を「外部評価」と「内部評価」を合わせ

て行う。その「内部評価」は、生徒が個人で作成するレポート（６～12ページ程度）を、５つの観点（A:コミュニケーシ

ョン、B:数学的表現、C:主体的な取り組み、D:振り返り、E:数学の活用）で、評価規準に基づいて評価を行うものである。

その評価は、まず校内で数名の教師によって評価を行い、それをIBに提出する。そのうちの数個のサンプルが再評価（モ

デレーション）され、その結果によってすべての生徒の課題の評価が調整（適正化）される仕組みになっている。  
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〔別表１〕 「統計」の教育課程作成に向けた枠組み 
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＜参考資料１＞審議経過 

 

平成26年 

   12月 19日 数学教育分科会（第１回） 

役員の選出、今後の進め方について 

平成27年 

    3月 16日 数学教育分科会（第２回） 

特任連携会員の選出、提言の作成について 

    5月 8日 数学教育分科会（第３回） 

統計教育の振興について 

    7月 3日 数学教育分科会（第４回） 

提言骨子案について 

    9月 4日 数学教育分科会（第５回） 

提言（案）について 

   10月 30日 数学教育分科会（第６回） 

        提言（案）について 

平成28年 

  １月22日 数学教育分科会（第７回） 

        分科会提言（案）承認 

２月15日 数理科学委員会（第３回） 

       分科会提言(案)について承認 

       

 ○月○○日 日本学術会議幹事会（第○回） 

提言「初等中等教育における算数・数学教育の改善についての提言」

について承認 
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＜参考資料２＞『数学に価値を置く程度』 

TIMSS2011 中学校 2 年生（％） 

置く やや置く 置かない

国際平均値 46 39 15 

日本 13 50 38 

シンガポール 43 47 10 

韓国 14 52 34 

香港 26 49 25 

台湾 13 41 46 

イングランド 48 43 10 

アメリカ 51 38 11 

フィンランド 15 45 40 

＜参考資料３＞『数学における道具的動機付け』 

PISA2012 15 歳児 

指標

OECD平均 -0.03 

日本 -0.50 

シンガポール 0.40 

韓国 -0.39 

香港 -0.23 

台湾 -0.33 

イギリス 0.32 

アメリカ 0.14 

フィンランド -0.01 
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＜参考資料４＞高等学校 学習指導要領数学科編 昭和31年度改訂版 中心概念 

中心概念 数学Ⅰ 数学Ⅱ 数学Ⅲ 

概念を記号で表わすこ

と。 

記号・文字による一

般的表現 

文字式 

式の形 

記号と対象との対

応（記号・文字によ

る一般的表現、文字

式、式の形）  

操作の記号化 

（記号・文字による

一般的表現、文字

式、式の形、記号と

対象との対応） 

概念・法則などを拡張

すること。 

拡張の原理 

 

（拡張の原理） 

 

 

概念・法則などを拡張

したり、一般化したり

すること。 

  （拡張の原理） 

演繹的な推論によって

知識を体系だてるこ

と。 

公理・定義 

定理・命題 

証明 

 

必要条件・十分条

件・同値関係 

（公理・定義、定

理・命題、証明） 

数学的帰納法 

（公理・定義、定

理・命題、証明、必

要条件・十分条件・

同値関係） 

対応関係・依存関係を

とらえること。 

函数的関係 

統計的関係 

図形的な対応関

係・依存関係 

命題の論理的依存

関係 

  

函数の大域的な性質や

局所的な性質をとらえ

ること。 

 連続的変化、極限 

函数値の増減、周期

性、極大・極小 

（連続的変化、極

限、函数値の増減、

周期性、極大・極小）

極限によって量をとら

えること。 

   

式や図形について不変

性を見いだすこと。 

   

解析的方法と図形的

方法の関連。 

函数のグラフ 

 

曲線を表わす方程

式 

（函数のグラフ） 

（函数のグラフ、曲

線を表わす方程式）

統計的な事象を量的に

とらえること。 
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＜参考資料５＞『数学 中学校用1 第一類』 

中等学校教科書株式会社、1943、 p.16 

 ※現代表記に改めたものである。 

「画用紙に半径 10cm の円をかいて、これを切り抜き、この円から中心角 150°の扇形

を切り取って、ジョウゴを作ってみよ。 

問1 上で作ったジョウゴの底面の半径と容積とを計算せよ。 

問2 扇形の中心角を 10°、20°、30°・・・と変えていくと、ジョウゴの底面の半径は

どのように変わっていくか。 

問3 扇形の中心角を x°とすると、ジョウゴの底面の半径は何程になるか。この半径を y 

cm とすると、y は x のどんな式で表せるか。 

問4 前問の x と y との関係を表す図表をかけ。 

問5 先に作ったジョウゴの深さを図の上で測る方法を工夫せよ。 

問6 扇形の中心角を 10°、20°、30°・・・と変えていったときのジョウゴの深さを図

の上で求め、中心角の大きさと深さとの関係を表す図表を作れ。 

問7 扇形の中心角の大きさと、ジョウゴの容積との関係を図表に表せ。また、容積を最

も大きくするには、中心角を何度にすれば良いか。図表によって求めよ。」 

 

＜参考資料６＞授業時間数の比較 

TIMSS2011（単位時間） 
  小4 中2 

 総時間数 算数 ％ 総時間数 数学 ％ 

国際平均値 897 162 --- 1031 138 --- 

日本* 980 175 18 1016 105 10 

シンガポール 1012 208 21 1106 138 12 

韓国 789 121 15 1006 137 14 

香港 1059 158 15 1026 138 13 

台湾 989 133 13 1153 166 14 

イングランド 970 188 19 992 116 12 

アメリカ 1078 206 19 1114 157 14 

フィンランド 779 139 18 934 105 11 

オーストラリア 1008 230 23 1039 143 14 

ドイツ 863 163 19 --- --- --- 

オランダ 1074 195 18 --- --- --- 

チェコ 782 163 21 --- --- --- 

ニュージーランド 925 168 18 959 141 15 

（注意）日本については、調査時は新学習指導要領移行措置期間だったため、現在の時間数を示した。 





提言等の提出チェックシート 

このチェックシートは、日本学術会議において意思の表出（提言・報告・回答、以

下「提言等」という）の査読を円滑に行い、提言等（案）の作成者、査読者、事務局

等の労力を最終的に軽減するためのものです。

提言等（案）の作成者は提出の際に以下の項目をチェックし、提言等（案）に添え

て査読時に提出してください。

項目 チェック

1.表題 表題と内容は一致している。 1. はい

2.論理展開 1 どのような現状があり、何が問題であるかが十分に記述さ

れている。

1. はい

3.論理展開 2 特に提言については、政策等への実現に向けて、具体的な

行政等の担当部局を想定している（例：文部科学省研究振

興局等）。

1.部局名：文部

科学省初等中等

教育局、科学技

術・学術政策局、

高等教育局

4.読みやすさ 1 本文は 20 ページ（A4、フォント 12P、40 字×38 行）以

内である。※図表を含む

1. はい

5.読みやすさ 2 専門家でなくとも、十分理解できる内容であり、文章とし

てよく練られている。

1. はい

2. いいえ

6.要旨 要旨は、要旨のみでも独立した文章として読めるものであ

り 2 ページ（A4、フォント 12P、40 字×38 行）以内であ

る。

1. はい

7.エビデンス 記述・主張を裏付けるデータ、出典、参考文献をすべて掲

載している。

1. はい

8.適切な引用 いわゆる「コピペ」（出典を示さないで引用を行うこと）や、

内容をゆがめた引用等は行わず、適切な引用を行ってい

る。

1. はい

9.既出の提言等

との関係 

日本学術会議の既出の関連提言等を踏まえ、議論を展開し

ている。

1. はい

10.利益誘導 利益誘導と誤解されることのない内容である。 1. はい

11.委員会等の

趣旨整合 

委員会・分科会の設置趣旨と整合している。 1. はい

※チェック欄で「いいえ」を記入した場合、その理由があればお書きください 

記入者（委員会等名・氏名）：数学教育分科会・森田康夫

参考： 日本学術会議会長メッセージ、「提言等の円滑な審議のために」(2014 年 5 月 30 日)。 

http://www.scj.go.jp/ja/head/pdf/140530.pdf 
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